
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新エネルギー導入促進の進め方（案） 

高知県新エネルギービジョン 

平成 23 年３月策定 

地域参画型新エネルギー施設の設置 

地域エネルギー（発電）事業の展開 

新エネルギー資源を県内で生かしきる推進体制の構築 

新エネルギー関連産業の育成 

新エネルギー関連分野での雇用の発生 

エネルギー自給率の向上 
地球温暖化対策への貢献・低炭素社会の実現 

事業展開の拡大 

高知県新エネルギー 

導入促進協議会 

進捗管理 

普及啓発 

こうち 

再生可能エネルギー 

事業化検討協議会 

事業スキームの検討 

事業主体（ＳＰＣ等）の立ち上げ 

地域エネルギー（発電）事業の着手 

事業内容 組織づくり 資金調達 

適地調査 経済性評価 

Ｈ２３ 

Ｈ２４ 

Ｈ２５ 

地元企業の参画 市民出資 

地元金融機関 

地域資源の有効活用 

エネルギー自給、売電事業 

太陽光発電 風力発電 小水力発電 

環境省 

日本再生可能 

エネルギー協会 

事業受託 助言・指導 

助言等支援 

ﾊﾞｲｵﾏｽ発電

自治体出資 
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風力発電

検討部会

◆地域参画型小水力発電の導入

（成功例の確立）

→ 県内各地への広がり

◆地域参画型風力発電の導入

（自治体主導の設置）

→ 県民参画型への拡大

◆県内でのメガソーラーの導入

（導入事例の確立）

→ 県民参画型への拡大

◆初期投資ゼロ事業の検討

NPO等民間団体、民間企業、金融機関、大学、

市町村、県等で組織（事務局：県新エネルギー推進課）

【役割】

・事業化に向けた事業計画の策定や、事業主体等

の検討

・事業化検討報告書のとりまとめ

・実施主体及び電力の活用方法検討

小水力発電

検討部会

太陽光発電

検討部会

こうち再生可能エネルギー事業化検討協議会

・系統連系協議(電力会社）

・法令規制許認可手続き（自然公園法等）

・測量、地質調査及び実施設計

・風況調査と環境アセスメント調査

・系統連系協議(電力会社）

・法令規制許認可手続き(自然公園法等）

・測量、地質調査及び実施設計

・事業スキーム及び資金計画等の検討

・所要調整事項の抽出

・具体的な事業化に向けた検討

・法令規制許認可協議、手続き

・必要により系統連系協議（電力会社）

・実施設計

・実施主体及び電力の活用方法検討

・所要調整事項の抽出

・人材の育成

・事業化準備

→ 設備整備

・発電事業の展開

（・メガソーラー誘致活動）

・事業主体づくり

→組織立上げ →事業スタート

・事業者への情報提供開始

・実現可能な事業スキームの検討

・候補地調査の実施
1年目

2年目

3年目以降
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